
国土政策
－国土計画のあり方－

施策の効果等

人口減少下の成熟社会にふさわしい
国土の質的向上を図る国土計画

が必要

昭和37年の第1次全国総合開発
計画以来、5次にわたり全総計画
を策定

これまでの国土計画とその成果

・大都市圏への人口流入傾向の収束
・地域間の所得格差の縮小
・全国的な交通ネットワークの整備
・都市における通勤混雑等の緩和
・地方圏における生活環境の改善

・急激な人口減少・高齢化及び地域社会
の維持が困難な地域の増大
・国境を越えた地域間競争と国際交流・
連携の拡大

・環境問題の顕在化と美しい国土の実現
の必要性

・頻発・切迫する大規模地震や風水害等
・地域の自主性の増大と厳しい財政制約

国土、社会経済情勢の現状
及び国土政策の課題
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頻発する災害
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我が国の国土政策の根幹を定
める国土総合開発計画の根拠
法である国土総合開発法は、
昭和25年制定当時の社会経済
情勢を背景に、開発を基調と
した量的拡大を指向したもの
となっている。

→地方分権や国内外の連携に
的確に対応しつつ、国土の質
的向上を図り、国民生活の安
全・安心・安定の実現を目指
す成熟社会にふさわしい国土
のビジョンを提示する上で、
計画制度を抜本的に見直すこ
とが必要。

社会経済情勢の変化に適切に対応す

るため、国土総合開発計画について、
名称を国土形成計画に改め、計画事
項の拡充、都道府県等による提案制
度、広域地方計画の創設等を行った。

○国土形成計画の策定
国土形成計画全国計画を19年中頃ま
でに策定する予定
現在、国土審議会において検討が進
められているところ

国土計画制度上の主な課題 国土総合開発法の
国土形成計画法への改正

今後の対応方針

これまで計画の策定にあたっ
ては、現行計画の点検や、都
道府県等の意見を聴くなど広
範な意見の聴取を行ってきた
が、制度としては位置づけら
れていなかった。

→計画の策定過程における関
係主体からの意見聴取や計画
評価に関して、制度面の整備
が必要。

※全国計画の政策評価
・国土形成計画法では、全国計画の作成又は変更後、一定期間（２年以上）
経過したときは、国土交通大臣は政策評価（政策レビュー）を必ず行わなけれ
ばならないこととしている。
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関係都府県、関係政令市、地元経済界等が対等な立場で協議する
場（広域地方計画協議会）を組織

国
土
形
成
計
画

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

国と地方の協働によるビジョンづくり

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を
聴く仕組みなし

全
国
総
合
開
発
計
画

全国計画

広域地方計画

国による明確な
国土及び国民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごとに、国と
都府県等が適切な役割分担の下、
相互に連携・協力して策定

計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の地方支分部局、
関係都府県、関係政令市、地元経済界等が対等な立場で協議する
場（広域地方計画協議会）を組織

国
土
形
成
計
画

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

国と地方の協働によるビジョンづくり

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を
聴く仕組みなし

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を
聴く仕組みなし


